
（単位　円）

科　　　目

固定資産 1,311,245,908 1,478,061,515 166,815,607△    

有形固定資産 938,824,597 902,766,430 36,058,167

土地 607,827,000 607,827,000 0

建物 309,777,192 263,836,086 45,941,106

教育研究用機器備品 16,742,725 25,311,981 8,569,256△      

管理用機器備品 1,425,164 2,738,847 1,313,683△      

図書 3,052,516 3,052,516 0

特定資産 364,987,000 566,525,000 201,538,000△    

退職給与引当特定資産 33,295,000 29,327,000 3,968,000

減価償却引当特定資産 331,692,000 537,198,000 205,506,000△    

その他の固定資産 7,434,311 8,770,085 1,335,774△      

電話加入権 1,191,336 1,191,336 0

ソフトウェア 5,516,975 7,152,749 1,635,774△      

敷金保証金 726,000 426,000 300,000

流動資産 1,026,211,020 109,922,289 916,288,731

現金預金 1,021,273,358 106,292,423 914,980,935

未収入金 327,465 442,611 115,146△        

貯蔵品 1,504,800 0 1,504,800

立替金 83,270 155,500 72,230△         

前払金 3,022,127 3,031,755 9,628△          

資産の部合計 2,337,456,928 1,587,983,804 749,473,124

貸借対照表
令和 6年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減



（単位　円）

科　　　目

固定負債 25,451,735 29,326,945 3,875,210△      

退職給与引当金 25,451,735 29,326,945 3,875,210△      

流動負債 157,035,217 111,686,770 45,348,447

未払金 92,189,268 43,187,883 49,001,385

前受金 57,182,000 60,936,000 3,754,000△      

預り金 7,663,949 7,562,887 101,062

負債の部合計 182,486,952 141,013,715 41,473,237

科　　　目

基本金 1,523,476,856 1,494,336,911 29,139,945

第１号基本金 1,477,476,856 1,448,336,911 29,139,945

第４号基本金 46,000,000 46,000,000 0

繰越収支差額 631,493,120 47,366,822△     678,859,942

翌年度繰越収支差額 631,493,120 47,366,822△     678,859,942

純資産の部合計 2,154,969,976 1,446,970,089 707,999,887

負債及び純資産の部合計 2,337,456,928 1,587,983,804 749,473,124

        (注記)

           1．重要な会計方針

              引当金の計上基準

              　徴収不能引当金は設定していない。

              　退職給与引当金は期末要支給額の100％を計上している。

           2．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし

           3．減価償却額の累計額の合計額                                                     531,691,866 円

           4．徴収不能引当金の合計額                                                                   0 円

           5．担保に供されている資産の種類及び額

                担保に供されている資産はない。

           6．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額                     0 円

           7．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

              　　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

           8．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項　　　　　　　　　　　なし

純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

前年度末 増　　減

負債の部

本年度末


